
  

 

半
田
市
高
度
先
端
産
業
立
地
促
進
条
例
施
行
規
則
 
平
成
二
十
三
年
半
田
市
規
則
第
十
九
号
 
の
全
部

を
改
正
す
る
  

令
和
八
年
六
月
三
十
日 

半
田
市
長 

久 

世 

孝 

宏 

 

半
田
市
規
則
第
三
十
五
号 

半
田
市
産
業
立
地
促
進
条
例
施
行
規
則 

 

 
趣
旨
  

第
一
条 

こ
の
規
則
は
 
半
田
市
産
業
立
地
促
進
条
例
 
令
和
八
年
半
田
市
条
例
第
二
十
四
号
 
以
下
 
条

例
 
と
い
う
  
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
  

 
定
義
  

第
二
条 

こ
の
規
則
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
で
あ
 
て
 
条
例
に
お
い
て
使
用
す
る
用
語
と
同
一
の
も

の
は
 
こ
れ
と
同
一
の
意
義
に
お
い
て
使
用
す
る
も
の
と
す
る
  

 
生
活
環
境
等
の
配
慮
事
項
  

 

第
三
条 

条
例
第
四
条
第
一
項
第
四
号
 
条
例
第
七
条
第
一
項
第
四
号
及
び
条
例
第
十
一
条
第
三
号
の
新

設
等
す
る
工
場
等
の
周
辺
地
域
の
生
活
環
境
等
に
対
す
る
規
則
で
定
め
る
適
正
な
配
慮
は
 
次
の
と
お

り
と
す
る
  

一 

公
害
の
防
止
に
関
す
る
法
令
及
び
環
境
の
保
全
に
関
す
る
法
令
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
 
市
長
の

指
示
に
従
い
 
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
  

二 

新
設
等
す
る
工
場
等
の
周
辺
地
域
の
住
民
に
対
し
 
工
場
等
の
新
設
等
に
係
る
計
画
の
内
容
を
周

知
さ
せ
る
た
め
の
説
明
会
を
開
催
す
る
こ
と
  

三 

新
設
等
す
る
工
場
等
の
敷
地
に
接
す
る
敷
地
の
土
地
所
有
者
及
び
居
住
者
か
ら
当
該
工
場
等
の
新

設
等
に
関
し
理
解
を
得
る
よ
う
努
め
る
こ
と
  

 

 
生
産
性
向
上
計
画
に
よ
り
省
人
化
さ
れ
る
常
用
雇
用
者
  

第
四
条 

条
例
第
四
条
第
二
項
及
び
条
例
第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
掲
げ
る
生
産
性
向
上
計
画
に
よ
り
省

人
化
さ
れ
る
常
用
雇
用
者
に
算
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
人
数
の
上
限
は
 
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に

応
じ
 
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
の
人
数
と
す
る
  

 

一 

条
例
第
四
条
第
二
項
の
場
合 

大
企
業
に
あ
 
て
は
五
人
 
中
堅
企
業
者
に
あ
 
て
は
三
人 

 

二 

条
例
第
七
条
第
二
項
の
場
合 

三
人 



  

 

２ 
生
産
性
向
上
計
画
は
 
Ｉ
ｏ
Ｔ
 
ロ
ボ
 
ト
等
先
端
設
備
導
入
に
よ
り
 
労
働
生
産
性
向
上
を
図
る

た
め
の
計
画
で
あ
り
 
三
年
か
ら
五
年
ま
で
の
計
画
期
間
に
お
い
て
労
働
生
産
性
向
上
率
が
年
平
均
三

パ
 
セ
ン
ト
以
上
で
あ
る
こ
と
を
要
件
と
す
る
  

３ 

労
働
生
産
性
 
労
働
生
産
性
向
上
率
及
び
省
人
化
さ
れ
る
人
数
の
算
定
は
 
別
表
の
と
お
り
と
す
る
  

 
市
民
雇
用
・
定
住
促
進
奨
励
金
の
適
用
除
外
  

第
五
条 

条
例
第
十
五
条
第
二
号
イ
の
規
則
で
定
め
る
補
助
は
 
半
田
市
移
住
者
就
業
起
業
促
進
事
業
費

補
助
金
と
す
る
  

 
指
定
の
申
請
等
  

第
六
条 

条
例
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
事
業
者
は
 
新
設
等
す
る
工
場

等
の
工
事
に
着
手
す
る
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
奨
励
金
交
付
指
定
申
請
書
 
様
式
第
一
号
 
に
必
要
な

書
類
を
添
え
て
 
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

２ 

市
長
は
 
条
例
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
奨
励
金
の
交
付
を
受
け
る
事
業
者
の
指
定
の
可
否

を
決
定
し
た
と
き
は
 
奨
励
金
交
付
指
定
可
否
決
定
通
知
書
 
様
式
第
二
号
 
に
よ
り
通
知
す
る
も
の

と
す
る
  

３ 

指
定
事
業
者
は
 
指
定
の
申
請
を
し
た
日
か
ら
三
年
以
内
に
指
定
を
受
け
た
工
場
等
の
操
業
を
開
始

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

 
交
付
の
申
請
等
  

第
七
条 

条
例
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
 
奨
励
金
交
付
申
請
書
 
指

定
事
業
者
用
  
様
式
第
三
号
 
又
は
奨
励
金
交
付
申
請
書
 
新
規
常
用
従
業
員
等
用
  
様
式
第
四
号
 

に
必
要
な
書
類
を
添
え
て
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

２ 

市
長
は
 
条
例
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
奨
励
金
の
交
付
又
は
不
交
付
を
決
定
し
た
と
き
は
 

奨
励
金
交
付
 
不
交
付
 
決
定
通
知
書
 
様
式
第
五
号
 
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
  

３ 

条
例
第
十
九
条
第
三
項
の
規
則
で
定
め
る
期
限
は
 
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
 
当
該
各
号

に
定
め
る
期
限
と
す
る
  

一 

高
度
先
端
産
業
立
地
奨
励
金 

交
付
年
度
の
六
月
末 

二 

中
小
企
業
高
度
先
端
産
業
立
地
奨
励
金 

操
業
開
始
日
か
ら
一
年
以
内 

三 

企
業
再
投
資
促
進
奨
励
金 

操
業
開
始
日
か
ら
一
年
以
内 

四 

工
場
等
立
地
促
進
奨
励
金 

交
付
年
度
の
六
月
末 

五 

市
民
雇
用
・
定
住
促
進
奨
励
金 

交
付
年
度
の
六
月
末 

４ 

条
例
第
三
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
三
号
の
奨
励
金
は
 
五
億
円
を
超
え
る
場
合
は
三
年
間
 
二
億



  

 

円
を
超
え
る
場
合
は
二
年
間
に
分
割
し
て
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
  

 
交
付
の
請
求
  

第
八
条 

条
例
第
二
十
条
の
奨
励
金
の
請
求
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
 
奨
励
金
交
付
請
求
書
 
様
式
第
六

号
 
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

 
届
出
  

第
九
条 

条
例
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
 
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
由
の
区
分
に
応
じ
 
当
該

各
号
に
定
め
る
様
式
に
必
要
な
書
類
を
添
え
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

一 

条
例
第
二
十
一
条
第
一
号
に
規
定
す
る
事
由 

工
事
着
手
届
 
様
式
第
七
号
  

二 

条
例
第
二
十
一
条
第
二
号
に
規
定
す
る
事
由 

工
事
完
了
届
 
様
式
第
八
号
  

三 

条
例
第
二
十
一
条
第
三
号
に
規
定
す
る
事
由 

操
業
開
始
届
 
様
式
第
九
号
  

四 

条
例
第
二
十
一
条
第
四
号
に
規
定
す
る
事
由 
変
更
届
 
様
式
第
十
号
  

五 

条
例
第
二
十
一
条
第
五
号
に
規
定
す
る
事
由 

操
業
休
止
 
廃
止
 
届
 
様
式
第
十
一
号
  

 
地
位
の
承
継
  

第
十
条 

条
例
第
二
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
よ
う
と
す
る
者
は
 
速
や
か

に
指
定
承
継
申
請
書
 
様
式
第
十
二
号
 
を
市
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

２ 

市
長
は
 
前
項
の
申
請
書
の
提
出
が
あ
 
た
場
合
は
 
そ
の
内
容
を
審
査
し
 
承
継
の
承
認
の
可
否

を
決
定
し
た
と
き
は
 
指
定
承
継
承
認
通
知
書
 
様
式
第
十
三
号
 
又
は
指
定
承
継
承
認
却
下
通
知
書

 
様
式
第
十
四
号
 
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
  

 
指
定
の
取
消
し
等
  

第
十
一
条 

市
長
は
 
条
例
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
し
た
と
き
は
 
奨
励
金

交
付
指
定
取
消
通
知
書
 
様
式
第
十
五
号
 
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
  

２ 

市
長
は
 
条
例
第
二
十
四
条
第
二
項
及
び
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
奨
励
金
の
交
付
の
決
定
を
取
り
消

し
た
と
き
は
 
奨
励
金
交
付
決
定
取
消
通
知
書
 
様
式
第
十
六
号
 
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
  

３ 

市
長
は
 
条
例
第
二
十
四
条
第
三
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
奨
励
金
の
全
部
又
は
一
部
を
返
還

さ
せ
る
と
き
は
 
奨
励
金
返
還
命
令
通
知
書
 
様
式
第
十
七
号
 
に
よ
り
通
知
す
る
も
の
と
す
る
  

４ 

奨
励
金
の
全
部
又
は
一
部
を
返
還
さ
せ
る
決
定
を
受
け
た
者
は
 
当
該
決
定
に
係
る
奨
励
金
の
受
領

の
日
か
ら
納
付
ま
で
の
日
数
に
応
じ
 
当
該
奨
励
金
の
額
 
そ
の
一
部
を
納
付
し
た
場
合
に
お
け
る
そ

の
後
の
期
間
に
つ
い
て
は
既
返
戻
額
を
控
除
し
た
額
 
に
つ
き
 
年
十
・
九
五
パ
 
セ
ン
ト
の
割
合
で

計
算
し
た
加
算
金
を
市
に
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
  

５ 

奨
励
金
の
全
部
又
は
一
部
を
返
還
さ
せ
る
決
定
を
受
け
た
者
が
 
市
長
が
定
め
る
返
還
期
限
ま
で
に



  

 

納
付
し
な
か
 
た
と
き
は
 
納
付
期
限
の
翌
日
か
ら
納
付
の
日
ま
で
の
日
数
に
応
じ
 
そ
の
未
納
額
に

つ
き
 
年
十
・
九
五
パ
 
セ
ン
ト
の
割
合
で
計
算
し
た
延
滞
金
を
加
算
し
て
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
  

６ 

市
長
は
 
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
 
加
算
金
及
び
延
滞
金
の
全
部
又
は
一
部

を
免
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
  

 
委
任
  

第
十
二
条 

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
 
必
要
な
事
項
は
 
市
長
が
別
に
定
め
る
  

 

附 

則 

こ
の
規
則
は
 
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
  

                    



  

 

別
表
 
第
四
条
関
係
  

 

省
人
化
さ
れ
る
人
数 

労
働
生
産
性
向
上
率 

労
働
生
産
性 

区
分 

当
該
工
場
の
常
用
雇
用
者
数
／
 
一―

労
働
生
産
性
向
上
率
／
計
画
期
間
 

―

当
該
工
場
の
常
用
雇
用
者
数 

 
計
画
最
終
事
業
年
度
の
労
働
生
産
性―

認
定
申
請
の
直
近
の
事
業
年
度

の
労
働
生
産
性
 
／
認
定
申
請
の
直
近
の
事
業
年
度
の
労
働
生
産
性 

 
営
業
利
益
＋
人
件
費
＋
減
価
償
却
費
 
／
 
労
働
者
数
又
は
労
働
者
数

×
一
人
当
た
り
年
間
就
業
時
間
  

算
定
式 



様式第１号（第６条関係） 

奨励金交付指定申請書 

年  月  日  

半田市長 様 

申請者 所在地 

 名称及び代表者氏名 

（個人の場合は住所、氏名） 

  

半田市産業立地促進条例施行規則第６条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

交付を受けようとする奨励金の名称 
□高度先端産業

立地奨励金 

□中小企業高

度先端産業

立地奨励金 

□企業再投

資促進奨

励金 

□工場等立

地促進奨

励金 

事

業

者 

の

概

要 

総 従 業 員 数        人 

企 業 規 模 

□大企業 

□中堅企業者（みなし大企業：□該当） 

□中小企業者（みなし大企業：□該当） 

主な業種（日本標準産業分類）  

市内立地場所（常用雇用者数）                  （   人） 

市 内 に お け る 立 地 年 数 年 

新

設

等

す

る

工

場

等

の

概

要 

立 地 の 態 様 □新設・□増設（□増築・□改築・□入れ替え） 

種 別 □工場 □研究所 □その他（        ） 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

業 種 （ 日 本 標 準 産 業 分 類 ）  

製造又は研究する製品の内容等 
 

 

建 築 概 要 等 

土 地 
敷 地 面 積 ㎡ 

取 得 ( 賃 貸 借 契 約 ) 年 月 日 年  月  日 

家 屋 （ 予 定 ） 

建 築 面 積 ㎡ 

増 設 前 延 床 面 積 ㎡ 

増 設 後 延 床 面 積 ㎡ 

取 得 ( 賃 貸 借 契 約 ) 年 月 日 年  月  日 

固 定 資 産 取 得 費 用 （ 予 定 ） 

家 屋 円 

償 却 資 産 円 

合 計 円 

工 事 着 手 年 月 日 （ 予 定 ） 年  月  日 

工 事 完 了 年 月 日 （ 予 定 ） 年  月  日 

操 業 開 始 年 月 日 （ 予 定 ） 年  月  日 

支 払 完 了 年 月 日 （ 予 定 ） 年  月  日 

他 の 補 助 金 の 申 請 の 有 無 
□有（補助金の名称：             ） 

□無 



雇

用 

操業開始時 常用雇用者数  人（当該工場等） 人（市内工場等） 

操業開始時 常用雇用者増加数 
人（当該工場等） 

【うち新規雇用  人】 
人（市内工場等） 

操業５年後 常用雇用者増加数 
人（当該工場等） 

【うち新規雇用  人】 
人（市内工場等） 

新規常用従業員等の人数（予定） 人 

敷地内で過去に本市の奨励金等の交付を受けた企業グループ(自社を含む) □有 □無 

連

絡

先

等 

所属及び担当者氏名 

電話番号 

Ｅ－mail 

 

同意欄 

奨励金交付の指定申請の審査に当たり、市税等の納付状況について、市担当者が調

査を行うことについて同意する場合、下記にチェックをつけてください。 

□ 同意します。 

□ 同意しません。（納税証明書（未納がないことの証明）を提出します。） 

※添付書類 

■共通 

１ 履歴事項全部証明書（法人）又は住民票（個人） 

２ 会社・個人事業の概要を説明するパンフレット等 

３ 定款又は規約 

４ 登記事項証明書又は賃貸借契約書の写し（土地・家屋） 

５ 固定資産取得費用の総額を証する書面（見積書等） 

６ 建築概要等が分かる位置図、敷地図、家屋の配置図及び建築図（平面図及び立面図） 

７ その他市長が必要と認める書類 

■高度先端産業立地奨励金・■中小企業高度先端産業立地奨励金 

８ 高度かつ先端的な技術性を説明する資料 

９ 今後（５年間）の事業の見通しを説明する資料 

10 貸借対照表、損益計算書、事業報告又はこれに準ずるもの（直近の２事業年度分） 

11 周辺住民等説明会の記録 

12 生産性向上計画の写し（該当する事業者のみ） 

■企業再投資促進奨励金 

８ 主に製造又は研究する製品を説明する資料 

９ 今後（５年間）の事業の見通しを説明する資料 

10 常用雇用者数を説明する資料 

11 貸借対照表、損益計算書、事業報告又はこれに準ずるもの（直近の２事業年度分） 

12 立地年数を証明する資料（定款や企業概要等で証明できる場合は不要） 

13 生産性向上計画の写し（該当する事業者のみ） 

■工場等立地促進奨励金 

８ 事業計画書 

９ 周辺住民等説明会の記録 



様式第２号（第６条関係） 

奨励金交付指定可否決定通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

            様 

 

半田市長        

 

    年  月  日付けの指定の申請について、半田市産業立地促進条例施行規則第６条第

２項の規定により次のとおり通知します。 

審 査 の 結 果 □指定する    □指定しない 

指定しない場合はその理由  

指 定 し た 奨 励 金 の 名 称 

□高度先端産業立地奨励金 

□中小企業高度先端産業立地奨励金 

□企業再投資促進奨励金 

□工場等立地促進奨励金  

指 定 番 号 第     号 

指 定 年 月 日 年   月   日 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

交 付 予 定 年 度 

□高度先端産業立地奨励金 年度～  年度 

□中小企業高度先端産業立地奨励金 年度 

□企業再投資促進奨励金 年度 

□工場等立地促進奨励金 年度～  年度 

□市民雇用・定住促進奨励金 年度 

指 定 の 条 件  

 

(1) この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対

して審査請求をすることができます。 

(2) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、半

田市を被告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができ

ます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った

日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

(3) ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌

日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。な

お、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日

の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場

合があります。 



様式第３号（第７条関係） 

奨励金交付申請書（指定事業者用） 

年  月  日  

半田市長 様 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

    （個人の場合は住所、氏名） 

 

    年  月  日付けの指定に係る奨励金の交付を受けたいので、半田市産業立地促進条例施行

規則第７条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

交 付 を 申 請 す る 奨 励 金 の 名 称 

□高度先端産業立地奨励金 

□中小企業高度先端産業立地奨励金 

□企業再投資促進奨励金 

□工場等立地促進奨励金 

□市民雇用促進奨励金 

指 定 番 号 第    号 

奨 励 金 交 付 申 請 額 円                     

事 業 者 

の 概 要 

総 従 業 員 数 人 

企 業 規 模 

□大企業 

□中堅企業者（みなし大企業：□該当） 

□中小企業者（みなし大企業：□該当） 

主な業種（日本標準産業分類）  

新 設 等 

す る 工 

場 等 の 

概要 

立 地 の 態 様 □新設 □増設（□増築・□改築・□入れ替え） 

種 別 □工場 □研究所 □その他（      ） 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

業種（日本標準産業分類）  

製造又は研究する製品の内容等  

建 築 概 要 等 

土 地 
敷 地 面 積 ㎡ 

取得(賃貸借契約)年月日  年 月 日 

家 屋 

建 築 面 積 ㎡ 

増 設 前 延 床 面 積 ㎡ 

増 設 後 延 床 面 積 ㎡ 

取得（賃貸借契約）年月日 年 月 日 

固 定 資 産 取 得 費 用 

家 屋 円 

償 却 資 産 円 

合 計 円 

操 業 開 始 年 月 日 年 月 日 
支払完了年月日

( 予 定 ) 
年 月 日 

操業開始時 常用雇用者数 人（当該工場等） 人（市内工場等） 

操業開始時 常用雇用者増加数 
人（当該工場等） 

【うち新規雇用  人】 
人（市内工場等） 



奨励金

の算出

基礎等 

高度先端産業立地奨励金 

前年度の固定資産税額 円 

前年度の都市計画税額 円 

合 計 円 

中小企業高度先端産業立地奨励

金 

固定資産取得費用（土地を除く） 

       円 ×   ％ ＝    円 

企業再投資促進奨励金 
固定資産取得費用（土地を除く） 

       円 ×   ％ ＝    円 

工場等立地促進奨励金 

前年度の固定資産税額 円 

前年度の都市計画税額 円 

合 計 円 

市 民 雇 用 促 進 奨 励 金 
新規常用従業員 人 合 計 人 

転入常用従業員 人 円 

連 絡 先

等 

所属及び担当者名 

電話番号 

Ｅ－mail 

 

 

 

同意欄 

奨励金の交付申請の審査に当たり、市税等の納付状況について、市担当者が調査を行

うことについて同意する場合、下記にチェックをつけてください。 

□ 同意します。 

□ 同意しません。（納税証明書（未納がないことの証明）を提出します。） 

※添付書類 

■共通（高度先端産業立地奨励金、中小企業高度先端産業立地奨励金、企業再投資促進奨励金、工場等

立地促進奨励金） 

 １ 登記事項証明書又は賃貸借契約書の写し（土地・家屋） 

２ 建築概要等が分かる位置図、敷地図、家屋の配置図及び建築図（平面図及び立面図） 

３ その他市長が必要と認める書類 

■高度先端産業立地奨励金 

４ 常用雇用者一覧表 

５ 雇用保険被保険者通知書、被保険者縦覧照会回答票等 

６ 固定資産税・都市計画税課税資産明細書（土地・家屋） 

■中小企業高度先端産業立地奨励金・■企業再投資促進奨励金 

４ 常用雇用者一覧表 

５ 雇用保険被保険者通知書、被保険者縦覧照会回答票等 

６ 固定資産取得費用の総額を証する書類（契約書、納品書、請求書、領収書の写し等） 

 ７ 固定資産台帳 

■工場等立地促進奨励金  

４ 固定資産税・都市計画税課税資産明細書（土地・家屋） 

５ 償却資産申告書の写し（市内に複数の工場等があるときは、指定を受けた工場等の償却資産を明

示すること。） 

■市民雇用促進奨励金 

１ 新規常用従業員等一覧表 

２ 新規常用従業員等の雇用契約書の写し 

３ 新規常用従業員等の在籍が確認できる書類（在職証明書、勤務証明書等） 



様式第４号（第７条関係） 

 

奨励金交付申請書（新規常用従業員等用） 

年  月  日  

半田市長 様 

申請者 住所 

     氏名 

 

    年  月  日付けの指定に係る定住促進奨励金の交付を受けたいので、半田市産業立地促進

条例施行規則第７条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

 

奨励金交付申請額 １００，０００円 

従 業 員 の 種 類 
□新規常用従業員 

□転入常用従業員 

連 絡 先 等 
電話番号： 

Ｅ－mail： 

 

同 意 欄 

定住促進奨励金の交付申請の審査に当たり、半田市内に住所を有すること及

び市税等の納付状況について、市担当者が調査を行うことについて同意する場

合、下記にチェックをつけてください。 

□同意します。 

□同意しません。（住民票等及び納税証明書（未納がないことの証明）を 

提出します。） 

 



様式第５号（第７条関係） 

奨励金交付（不交付）決定通知書 

第     号  

年  月  日  

         様 

半田市長           

 

    年  月  日付けで交付申請があった奨励金について、半田市産業立地促進条例施行

規則第７条第２項の規定により、下記のとおり交付（不交付）決定したので通知します。 

記 

１ 交付 

指定番号 第    号 

工場等の所在地  

工場等の名称  

交付決定額 円 

交付を決定した 

奨励金の名称と 

その内訳 

奨励金の名称 内 訳 

□高度先端産業立地奨励金 円 

□中小企業高度先端産業立地奨励金 円 

□企業再投資促進奨励金 円 

□工場等立地促進奨励金 円 

□市民雇用・定住促進奨励金 円 

交付の条件  

備考 交付の条件について、必要がある場合は適宜条件を追加すること 
 

２ 不交付 

不交付を決定した 

奨励金の名称 

 

理由  

(1) この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して

審査請求をすることができます。 

(2) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、半田市

を被告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。な

お、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に提起することができます。 

(3) ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日か

ら起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当

な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



様式第６号（第８条関係） 

奨励金交付請求書 

年  月  日  

半田市長 様 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

    （個人の場合は住所、氏名） 

 

年  月  日付け    第  号で交付決定の通知を受けた奨励金について、半田市産業

立地促進条例施行規則第８条の規定により、次のとおり請求します。 

 

奨 励 金 の 請 求 金 額 円 

 

指 定 番 号 第    号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

 

振込先口座（申請者様名義の口座に限ります） 

金融機関名 支店名 分類 
口座番号 (フリガナ) 

(右詰めでお書きください) 口座名義 

 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

農協 

 

本店 

支店 

出張所 

普通 

・ 

当座 

       

 

 

 



様式第７号（第９条関係） 

 

工事着手届 

 

年  月  日  

 

半田市長 様 

 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

    （個人の場合は住所、氏名） 

        

新設等する工場等の工事に着手したので、半田市産業立地促進条例施行規則第９条第１号の規定によ

り、次のとおり届け出ます。 

 

指 定 番 号 ※ 第      号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

工 事 着 手 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 予 定 年 月 日 年  月  日 

※指定の決定を受けていない場合は、記載不要 

 

添付書類 

 １ 工場等の新設等に係る工事の起工式又は地鎮祭資料等及び工程表 

 ２ 建築基準法の規定による確認済証の写し（機械及び装置の過半の入れ替えを除く。） 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号（第９条関係） 

 

工事完了届 

 

年  月  日  

 

半田市長 様 

 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

    （個人の場合は住所、氏名） 

        

新設等する工場等の工事が完了したので、半田市産業立地促進条例施行規則第９条第２号の規定によ

り、次のとおり届け出ます。 

 

指 定 番 号 第   号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

工 事 着 手 年 月 日 年  月  日 

工 事 完 了 年 月 日 年  月  日 

 

添付書類 

 １ 建築基準法の規定による検査済証の写し（機械及び装置の過半の入れ替えを除く。） 

 



様式第９号（第９条関係） 

 

操業開始届 

 

年  月  日  

 

半田市長 様 

 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

    （個人の場合は住所、氏名） 

 

新設等する工場等の操業を開始したので、半田市産業立地促進条例施行規則第９条第３号の規定によ

り、次のとおり届け出ます。 

 

指 定 番 号 第   号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

操 業 開 始 年 月 日 年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１０号（第９条関係） 

 

変更届 

 

年  月  日   

 

   半田市長 様 

 

申請者 所在地 

名称及び代表者氏名 

（個人の場合は住所、氏名） 

    

 

  指定の申請の内容に変更があったので、半田市産業立地促進条例施行規則第９条第４

号の規定により、次のとおり届け出ます。 
 

指 定 番 号 第   号 

工場等の所在地  

工場等の名称  

指 定 申 請 書 

記 載 事 項 

変   更   前 変   更   後 

  

変 更 年 月 日 年   月   日 

変 更 の 理 由  

 
 ※添付書類 

 １ 奨励金交付指定申請書（様式第１号）の添付書類で変更があった書類 

 ２ その他市長が必要と認める書類 



様式第１１号（第９条関係） 

 

操業休止（廃止）届 

 

年  月  日  

 

半田市長 様 

 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

   （個人の場合は住所、氏名） 

        

 

新設等する工場等の操業を 休止・廃止 したので、半田市産業立地促進条例施行規則第９条第５号

の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

指 定 番 号 第    号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

操業休止（廃止）年月日 年  月  日 

操業休止（廃止）の理由  

 



様式第１２号（第１０条関係） 

 

指定承継申請書 

 

年  月  日  

 

半田市長 様 

 

申請者 所在地 

    名称及び代表者氏名 

    （個人の場合は住所、氏名） 

     

半田市産業立地促進条例第２３条の規定により指定事業者の地位を承継したいので、半田市産業立地

促進条例施行規則第１０条第１項の規定により、次のとおり申請します。 

 

指 

定 

事 

業 

者 

指 定 番 号 第    号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

所 在 地  

名 称  

代 表 者 氏 名  

承 継 年 月 日  

承 継 の 理 由  

※添付書類 

１ 奨励金交付指定可否決定通知書の写し 

２ 承継の事実を証する書類 

３ 承継者に係る次の書類 

（１）会社・個人事業の概要を説明するパンフレット等 

（２）履歴事項全部証明書（法人）又は住民票（個人） 

（３）定款又は規約 

（４）貸借対照表、損益計算書、事業報告又はこれに準ずるもの（直近の２事業年度分） 

（５）市税等の未納がないことを証する書類 

４ その他市長が必要と認める書類 



様式第１３号（第１０条関係） 

 

指定承継承認通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

       様 

 

半田市長         

 

年  月  日付けで申請があった指定事業者の地位の承継について、半田市産業立地促進条

例施行規則第１０条第２項の規定により、次のとおり承認したので通知します。 

 

 

指 定 番 号 第    号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

所 在 地  

名 称  

代 表 者 氏 名  

承 継 年 月 日 年  月  日 



様式第１４号（第１０条関係） 

 

指定承継承認却下通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

       様 

 

半田市長         

 

年  月  日付けで申請があった指定事業者の地位の承継について、半田市産業立地促進条

例施行規則第１０条第２項の規定により、次のとおり承認の却下を決定したので通知します。 

 

 

(1) この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して審査

請求をすることができます。 

(2) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、半田市を被

告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に提起することができます。 

(3) ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を

経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 

指 定 番 号 第    号 

工 場 等 の 所 在 地  

工 場 等 の 名 称  

承 継 却 下 の 理 由  



様式第１５号（第１１条関係） 

 

奨励金交付指定取消通知書 

 

第     号   

年  月  日   

 

         様 

 

半田市長        

 

  半田市産業立地促進条例第２４条第１項の規定により、次のとおり当該指定を取り消

したので半田市産業立地促進条例施行規則第１１条第１項の規定により通知します。 
 

指 定 番 号 第   号 

工場等の所在地  

工 場 等 の 名 称  

指定を取り消し

た奨励金の名称 

□高度先端産業立地奨励金 

□中小企業高度先端産業立地奨励金 

□企業再投資促進奨励金 

□工場等立地促進奨励金 

取 消 年 月 日 年   月   日 

取 消 し の 理 由 

□偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受け、又は受けようとし

たと認められるとき 

□奨励金の交付年度内に市税等を滞納したとき 

□操業開始日から五年以内に事業を休止し、又は廃止したとき 

□重大な法令違反又は社会的な信用を著しく損なう行為を行ったとき 

□この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき 

□前各号に掲げるもののほか、奨励金を交付することが適当でない状況

にあるとき（                        ） 

 
(1) この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田

市長に対して審査請求をすることができます。 

(2) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、半田市を被告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提

起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する

裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

(3) ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があっ

た日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができ

なくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求

に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの

訴えを提起することが認められる場合があります。 



 

 

様式第１６号（第１１条関係） 

奨励金交付決定取消通知書 

      第     号 

    年  月  日 

 様 

半田市長               

 

半田市産業立地促進条例第２４条第２項及び第４項の規定により、次のとおり奨励金の交付決定を取

り消したので半田市産業立地促進条例施行規則第１１条第２項の規定により通知します。 

 

指 定 番 号 第    号 

工場等の所在地 
 

工 場 等 の 名 称 
 

交 付 決 定 を 

取 り 消 し た 

奨励金の名称と 

そ の 内 訳 

奨励金の名称 内 訳 

□ 高度先端産業立地奨励金    円（  年度～ 年度分） 

□ 中小企業高度先端産業立地奨励金    円 

□ 企業再投資促進奨励金    円 

□ 工場等立地促進奨励金    円（  年度～ 年度分） 

□ 市民雇用・定住促進奨励金       円 

合  計       円 

交 付 決 定 を 取 

り 消 し た 理 由 

□ 偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受け、又は受けようとしたと認め

られるとき 

□ 奨励金の交付年度内に市税等を滞納したとき 

□ 操業開始日から五年以内に事業を休止し、又は廃止したとき 

□ 重大な法令違反又は社会的な信用を著しく損なう行為を行ったとき 

□ この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき 

□ 前各号に掲げるもののほか、奨励金を交付することが適当でない状況にあると

き（                                 ） 

(1) この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して審査

請求をすることができます。 

(2) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、半田市を被

告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に提起することができます。 

(3) ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を

経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 



 

 

様式第１７号（第１１条関係） 

奨励金返還命令通知書 

      第     号 

    年  月  日 

 様 

 

半田市長               

 

半田市産業立地促進条例第２４条第３項及び第５項、半田市産業立地促進条例施行規則第１１条第３

項の規定により、次のとおり奨励金を返還するよう通知します。 

 

奨 励 金 の 返 還 金 額 円 

加 算 金 の 額 円 

延 滞 金 の 額 円 

合 計 額 円 

 

指 定 番 号 第   号 

工場等の所在地 
 

工場等の名称 
 

返還を命じる 

奨励金の名称と

そ の 内 訳 

奨励金の名称 内 訳 

□高度先端産業立地奨励金     円（  年度～ 年度分） 

□中小企業高度先端産業立地奨励金     円 

□企業再投資促進奨励金     円 

□工場等立地促進奨励金     円（  年度～ 年度分） 

□市民雇用・定住促進奨励金        円 

合  計        円 

返還(納付)期限 年   月   日 

返 還 の 理 由  

備 考  

（注）返還期限までに当該奨励金を返還できなかったときは、返還期限の翌日から納付の日までの日数 

に応じた延滞金を加えて奨励金を返還しなければならない。 
 

(1) この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して審査

請求をすることができます。 

(2) この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、半田市を被

告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記

１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か

月以内に提起することができます。 

(3) ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起

算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由が

あるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を

経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。 


